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事　　　　 項 計　　 画　　 の　　 概　 要 推　　　　　　　 進・　　　　　 状　　　　　　　 況

I．螢かさを実感できる多様 ○　 国民生活審議会における、ゆとり、安心、多様性のある国民生活の実現
な国民生活の実現

1．土地対策の推進と往生

のための基本的方策の検討
国民生活審議会の消費者秋策部会及び総合政策部会が、それぞれ本年10

月及び11月に中間報告を公表。

○　 総合土地対策要綱の策定 （63．6．28 閣議決定）
活の充実 総合土地対策要綱に基づき、①首都機能、都市 ・産業機能等の分散、

②宅地対策等の推進、③住宅対策の推進、④土地利用計画の広域性 ・詳細
1 性の確保、⑤都市基盤施設整備の促進、⑥地価形成の適正化、⑦土地税制
の矧臥 ⑧国公有地叫 tj活用、⑨土地に関するデータの整備、⑬土地行政
の総合調生の推進、等の施策を実施こ

○　 今後の土地対策の重点実施方針の策定 （元．12．21土地対策関係閣僚会講
申し合わせ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．
大都市地域における住宅 ・宅地供給の促進、土地税制の総合的見直し、

業務核都市及び臨海部の整備、国公有地等の利活用、倍地階家法の見直 し
．投機的土地取引の抑制、公的土地評価の適正化、開発利益の社会還元等の
施策を、当面、重点的に椎適。

○　 土地基本法の制定 （元．12．22施行）
土地についての公共の福祉優先、適正かつ計画に従った利用、投機的取

引の抑制、価値の増加に伴う利益に応じた適切な負担という　r土地につい
ての基本理念J 及び土地に関する施策の基本となる事項を定めることによ
る、土地対策の総合的推進。

○　 大都市地域における住宅地等の供給の促進に関する特別措置法の改正
（2 ．11．20施行）
住宅 ・宅地に係る供給基本方針の策定等、広域的観点から国と関係都府

県が一体となって住宅 ・宅 地供給の促進に取り組むための体制の整備。
また、同法に基づき、平成 1 2 年を供給目標年次とした、首都圏、近畿

圏こ中部圏それぞれの r供給基本方針」を策定 （3．3．28）。更に、同方針
に即して関係都府県により、 「都府県供給計画」を策定。 （3．8．～9．）
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川土地対策の推進
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①土地取引の適正化

〇　 第六期住宅建設五箇年計画 （平成 3 年度～ 7 年度）の策定
大都市地域における住宅 ・宅地対策の推進、高齢化社会への対応、地方

における住宅対策の推進、公共賃貸住宅の適正な供給、金融、税制上の措
直の拡充、新市街地の計画的な開発等について決定。

○　 総合土地政第推進要綱の策定 （3．1，25閣言最決定）
土地基本法を踏まえた今後の総合的な土地政策の基本指針として、土地

政窮の目標を明示すると＿ともに、中長期的な対策を含めた、次のような総
合的な政策を決定し、実施中。
①首都機能、都市 ・産業機能の分散、②土地取引規制等、③土地利用計画
の整僻 ・充実、④住宅 ・宅地の供給の促進、⑤土地の有効利用の促遇、
⑥土地関連融資規制、⑦土地に関する負担の合理化、⑧土地の適正な評価
の推進、⑨土地に関する情報の整備 ・充実、⑲土地に関する基本理念の普

及 ・啓発

○　 地方公共団体に対し、監視区域制度の的確な運用について通達 （元 10．
27）‾

○　 地方公共団体に対 し、監視区域制度の運用指針について通達 （2．6．11）

○　 貸金業者、リース業者等、ノンバンク業界の 6団体に対し、土地関連融
資の厳正化について要請 （元．10．27）

0 ．国土利用計画法の改正 （2．3．20施行）
監視区域内の土地の取引が投機的と認められる場合につき、勧告に関す

る特例の創設、及び、監視区域内の土地について遊休土地である旨を通知
する場合の面積要件の引き下げ等。

○　 金融機関に対し、土地関連融資について通達 （2．3．27）
当面、不動産業向け貸出については公的な宅地開発等に対する貸出を除

き、その増勢を総貸出の増勢以下に抑制することを目途として各金融機関
において調整を図ること等を通達。

○　 都道府県及び不動産爽界団体に対し、投機的土地取引の抑制について通

・達 （2．4．25）
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②高層化による土地の高度利用等

③良質な新市街地の計画的開発

1

○　 不動産流通市場の整備 ・近代化を図るため、指定流通機構制度を施行
（2．5．6 ）

○　 土地譲渡益課税に係る長期 ・短期区分の特例措置及び超短期重課の特例
措置の適用期限の延長 （2年度及び3 年度税制改正）

○　 貸金業規制法の改正 （3．9．1 施行）
土地に係る貸付の実態把捉及び適正化のため、一定規模以上 （500 億円

以上）の貸金業者に対する毎事業年度の事業報告書の提出規定の新設他。

○　 ノンバンクの貸付金等の実態調査を実施 （貸付金残高上位200 杜 （3．2．
8 ）、上位300 社 （3．7．30））

○　 道路法等の改正 （元．11．22 施行）
道路上下空間に建物を一体的に建築できるようにし、土地の高度利用を

促進。

○　 複合空間基盤施設整備事業の創設 （元年度～）
鉄道等の各種都市施設の上空空間、建築空間等を活用 した公共的施設の

整備の実施。

○　 都市計画法及び建築基準法の改正 （2．11．20 施行）
住宅地高度利用地区計画、用途別容横型地区計画の創設により、良好な

都市環境の確保等に配慮しっっ住宅 ・宅地供給に資する土地の高度利用を
推進。

○　 大都市地域における宅地開発及び鉄道別 路の一体的推麺に関する特別槽
置法の制定 （元．9．27 施行）
都心からの距離等からみれば宅地開発適地であるにもかかわらず、交通

手段としての鉄道が未整備である地域において、宅地開発と鉄道整備を一
体的に推進 し、大量の住宅地の円滑な供給と新たな鉄道の着実な整備を掩
進。常磐新線沿線開発に関する、地方公共団体が策定した同法に基づ く基
本計画を承埠。 （3．10．23 ）
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④東京等大都市地域の市街化区域内農地の ○　 生産緑地法の改正 （3．9．10施行）
宅地化促進

⑤企業等の保有する低未利用地の有効活用

⑥土地保有課税の見直し

市街化区域内農地等について、宅地化するものと保全するものとに区分
し、保全する農地等のより計画的、永続的な保全の推進。

〇　 三大都市圏の特定市の市街化区域内農地に対する固定資産税及び相続税
に関する改正 （3年度税制改正）
平成4 年以降、固定資産税及び相続税に関する特例捨置について、賃貸

住宅建設等を誘導する捨置を講 じた上で原則廃止。

○　 農住組合法の改正 （3．5．20施行）
農住組合の一層の活用により、市街化区域内農地の計画的な宅地化。

○　 市街化区域及び市街化調整区域の運用の改善
市街化区域内農地等について、積極的な市街化開整区域への編入を推進

するため、市街化区域に囲まれることとなる区域 （穴抜き市街化調整区
域）の規模の基準を5 haから2 haへ引下げ。 （3：9．10）

○　 由土利用計画法の改正 （2．3．20施行）
（ト 1．．（1）①参照）

○　 都市計画法及び建築基準法の改正 （2，11．20 施行）
一定の低 ・未利用地について遊休土地として都市計画上の位置付けを行

い、その有効高度利用を促進する遊休土地転換利用促進地区制度を創設。

し
○　 遊休土地転換利用促進地区に係る特別土地保有税の創設 （3 年度税制改
正）

○　 地価税の創設等土地税制に関する総合的見直しの実施
土地に関する税負担の適正、公平を確保 しつつ土地政策に資するという

観点から、土地の取得、保有、譲渡等の各段階における適切な課税のあり
方について総合的な見直しの実施。土地の資産としての有利性を縮減する
ために土地の資産価値に応 じた税負担を求める・国税としての地価税の創設
等を実施 く4．1．1 から施行）。特別土地保有税の全般的見直し及び遊休地
に対する課税の強化を行う等、所要の税制改正を実施。 （3 年度税制改
正）

また、固定資産税及び相続税における土地評価についての適正化を実
施。 （相続税については、平成 4 年分から実施）
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（2）住宅対策の推進

⑦借地 ・借家法の見直し

①住宅需要の高度化、多様化等に対応 した

0 ．法制審議会答申 「借地法等改正要綱」 （3．2．4 ）
本答申に基づき、第 1 2 0国会へ 「借地借家法案」を提出、軋続審議と

して、第 1 2 1回臨時国会において審議、一部修正の うえ3．9．30可決成
立。 （3．10．4 公布）
・借地や借家に対する需要の多様化の実情に応 じた新しい借地 ・借家関係
の構築。

○　 住宅金融公庫融資の拡充 ’（元年度～ 3年度）
融資制度の充実等

◎一定規模以上の良質な貸家の迎設亜避

貸付限度額由引上げ、3 階建以上の住宅に対する割増貸付けの実施、大
都市居住特別貸付制度の創設等。

○　 住宅取得促進税制の拡充等 （元年度～ 3年度税制改正）

○　 住宅金融公庫融資における小規模敷地活用型賃貸住宅頒付面皮の別設
l

l

l

＼

③借地方式の活用、国公有地の活用等によ

（元年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ′ノ’
東京圏、大阪圏において、敷地規模 500 nf以下 （但し 165n了以上、．建物

規模4 戸以上）の賃貸住宅についても融資を開始。’

○　 住宅金融公庫融資における土地担保賃貸住宅貸付制度の拡充
フナミリー向け賃貸住宅に対する貸付限度蘭の大幅引上げ。 （3 年度

～）

○　 農地所有者等貸貸住宅建設融資利子補給臨時措置法の改正 （3，4．1 施
行）
． 制度の 9年間延長を行うとともに、一括階上方式による賃貸住宅建設も
対象とする制度を導入。・

○　 新築貸家住宅の割増償却の改善 （元年度、 2 年度税制改正）

○　 市街地住宅供給促進事業の拡充 （3年度～）
る公的住宅の供給推進

④増改築等リフォームの推進

土地所有者等の建設する複合施設と同一敷地で一体的建設に基づいて公
的住宅の建設を行い、職住近接に資する良質な住宅の供給の推進。

○　 増改掛 こ係る住宅取得促進税制の拡充 （2 年度税制改正）
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（3 ）快 適 な 住 生 活 の 実 現

⑤ 公 共 賃 貸 住 宅 、 民 間 木 賃 住 宅 の 建 て 替 え ○ 　 市 街 地 住 宅 密 集 地 区 再 生 事 業 の 創 設 、 拡 充 （ 元 年 度 ～ 3 年 度 ）
等

⑥ 住 替 え の 円 滑 化 、 住 宅 性 能 の 向 上 ・ 価 格

低 層 住 宅 密 集 地 区 の 再 生 を 図 る た め 、 ・ 昔 日 姪 築 物 等 の 除 却 、 建 て 替 え 及
び 地 区 施 設 の 整 備 等 を 実 施 。

○ 　 公 共 賃 貸 住 宅 団 地 総 合 再 生 事 業 の 拡 充 （ 公 共 賃 貸 住 宅 総 合 再 生 事 巣 ）

（ 2 年 慶 一 Y ）
市 町 村 幽 位 の 総 合 的 な 再 生 マ ス タ ー プ ラ ン の 策 定 郡 市 助 。

○ 　 地 域 リ ロ ケ ー シ ョ ン 住 宅 供 給 事 業 の 創 設 （ 2 年 度 ⊥ ）

従 前 居 住 者 の た め の 仮 住 居 等 と ‘ し て の 賃 貸 住 宅 建 設 に 対 す る 捕 助

ヽ
○ 　 公 営 住 宅 等 の 建 替 促 進 に 資 す る 従 前 居 住 者 家 賃 対 策 補 助 の 創 設 （ 3 年 度

～ ）

○ 　 住 宅 金 融 公 庫 に お け る リ フ レ ッ シ ュ 住 宅 貸 付 制 度 の 創 設 （ 2 年 度 ～ ）
の 低 廉 化 等

1
① 住 民 の 共 向 に よ る 家 づ く り 、 街 づ く り

② 高 齢 者 の 安 全 性 、 快 適 性 を 考 慮 し た 住 宅

一 定 の 改 良 が 施 さ れ た 既 存 住 宅 の 購 入 に つ い て 貸 付 条 件 の 優 遇 措 置 を 新
壬 J t放 ○

○ 　 中 高 層 住 宅 生 産 供 給 合 理 化 プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進 （ 2 年 度 ～ 6 年 度 ）
中 高 層 住 宅 生 産 シ ス テ ム の 総 合 的 な 開 発 を 行 い 、 各 種 ニ ー ズ に 対 応 す る

中 高 層 住 宅 生 産 供 給 手 法 を 確 立 。 一

○ 　 コ ミ ュ ニ テ ィ 住 環 境 整 備 事 業 の 創 設 （ 元 年 度 ～ ）
住 民 の 建 物 の 共 同 建 て 替 え 等 に よ り 、 住 環 境 が 劣 っ て い る と 認 め ら れ る

住 宅 地 区 の 居 住 条 件 の 改 善 と 環 境 の 整 備 の 実 行 。

0 　 住 宅 金 融 公 庫 融 資 に お け る 高 齢 化 社 会 対 応 住 宅 に 対 す る 割 増 貸 付 制 度 の
等 の 盤 僻 、 福 祉 政 策 と 住 宅 政 策 と ．の 的 確 創 設 （ 3 年 度 ～ ） ．
な 連 携

③ マ ル チ ハ セ テ ー シ ョ ン や 自 然 体 験 学 習 の

高 齢 者 の 生 活 の 利 便 が 柁 保 で き る 構 造 ・ 仕 様 等 を 備 え た 住 宅 の 建 設 促
進 。

0 、 住 宅 金 融 公 庫 に お け る 都 市 ・ 田 園 榎 合 居 住 用 住 宅 貸 付 け の 貸 付 対 象 地 域

実 施 へ の 対 応 の 拡 大 （ 2 年 度 ↑ － ）
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事　　　　 項 計　　 画　　 の　　 概　 要 推　　　　　　　 進　　　　　　 状　　　　　　　 況

2．労働時間の短縮と自由

④モデル的地区での重点的な景観の向上

⑤各種都市 ・生活型公害の防止

⑥環境に負荷を与えにくい都市システムの

○　 歴史的建築物等活用型再開発事業 （メモリアル再開発事業）の創設 （元
年度）

歴史的建築物等を活用 し、良好な景観形成と個性豊かなまちづくりを椎
進。

○　 第 7次下水道整備 5 簡年計画の策定 （3．3．22閣議了解）

○　 水質汚濁防止法等の改正 （2．9，22施行）
生活排水についての対策を推進するため、水質汚濁防止法の目的に生活

排水対策を加え、行政及び国民の責務を明確にするとともに、生活排水対
策の総合的 ・計画的推進に関する規定を整備。

○　 スパイクタイヤ粉 じんの発生の防止に関する法律の制定 （2．12二27 施
行）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．′

スパイクタイヤ粉 じんによる国民への健康披害 ・生活被害を防止するた
め環境庁長官の指定する地域におけるスパイクタイヤの使用を規制。

○　 自動車排出ガスの畳の許容限度の改正 （3．3．18）

£）頂頒保全型都市システム計画策定補助制度の創設 （2年度～）
形成

⑦各種化学物質等による新たな汚染への配

環境保全型都市システム整備計画を策定する都道府県 ・政令指定都市に
対する計画策定補助制度。

○　 水質汚滞防止法の改正 （元．10．1 施行）
慮

①改正労働基準法の円滑な施行、中小 ・零

．水質汚濁防止法等に定める有害物質に トリクロロエチレン及びテ トラク
ロロエチレンを追加するとともに、水質汚濁防止法を改正し有害物質を含
む水の地下浸透を禁止する等の措置を新たに固定。

○　 土壌の汚染に関する環境規準の告示 （3．8．23）
公害対策基本法に基づき、人の健康を保護 し、及び生活環境を保全す る

上で維持することが望ましい規準として、カ ドミウム等10物質について土
域の汚染に係る環境基準を告示。

○　 労働基準法第 3 2 条第 1項の労働時間等に係る暫定措置に関する政令の
時間の充実 細企業に対する指導、援助や企業の枠を 改正 （3．4．1 施行）
（1）労働時間の短縮 超えた労使の枠組みの推進

l

週法定労働時間の段階的短縮の第 2 ステップとして、 1週間の法定労働
時間を46時間から44時間に変更。．




